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附属機関 東京都地方精神保健福祉審議会

専門グループワーク（保健所社会復帰促進事業）

難治性精神疾患地域支援体制整備事業

措置入院者等退院後支援体制整備事業

精神保健福祉センター 企画立案、技術援助、教育研修、普及啓発、調査研究、精神
保健福祉相談、組織育成、デイケア（作業訓練）、精神医療審
査会事務、自立支援医療（精神通院医療）及び精神障害者保
健福祉手帳の判定、アウトリーチ支援

精神保健
福祉センター
管理運営

中部総合精神保健福祉センター

多摩総合精神保健福祉センター
※中部総合精神保健福祉センター事業
 　アウトリーチ支援に基づく短期宿泊事業

養成・派遣等

その他（発達障害・高次
脳機能障害）

精神障害者保健福祉手帳

精神障害者都営交通乗車証発行事業
精神保健福祉法等
に基づくサービス

精神障害者地域移行体制整備支援事業

精神障害者社会適応訓練事業（通院患者リハビリテーション）

就労定着支援

地域移行支援
地域相談支援給付

地域定着支援

区市町村事業（相談支援等）

社会復帰及び
自立と社会参加

地域生活支援事業 専門性の高い相談支援

広範囲な支援
都道府県事業

施設入所支援

自立訓練

就労移行支援

就労継続支援（雇用型）（非雇用型）
訓練等給付

障害者総合支援法
に基づくサービス

共同生活援助（グループホーム）

自立生活援助

行動援護

重度障害者等包括支援
介護給付

短期入所（ショートステイ）

療養介護

生活介護

居宅介護（ホームヘルプ）

重度訪問介護

同行援護

アルコール精神疾患医療対策

医療及び保護
精神科患者身体合併症医療事業

合併症医療
地域精神科身体合併症救急連携事業

災害時精神科医療体制整備事業

小児精神障害者入院医療費助成事業

精神科病院実地指導

自立支援医療（精神通院医療） 
通院医療

通院患者医療費助成事業

夜間休日救急診療事業委託
救急医療

救急医療体制の整備

訪問指導 精神保健訪問指導、老人精神保健訪問指導、酒害訪問指導等

精神障害者指定医診察・護送

措置入院患者医療費助成事業
入院医療

精神科病院及び応急病院の指定

１　東京都における精神保健福祉施策の体系 （平成31年4月1日現在）

保健所普及啓発事業
普及・啓発事業

民間団体委託

精神保健福祉相談
発生予防と
精神的健康

相談事業 老人精神保健福祉相談、酒害薬物相談等

夜間こころの電話相談

疾病対策

施設整備 医療施設近代化施設整備事業

心神喪失者等医療観察法制度

災害医療
災害時こころのケア体制整備事業
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８ 主要な委員会・会議 

注）委員欄で、担当名が記載されているものについては、各課長代理、主任技術員が委員 

 

委員会名 委  員 委員数 委員長 開催回数 

運営会議 

所長、副所長、事務長、（広報援助課長、広報援助
課医長、）生活訓練科長、庶務担当、広報計画担
当、相談担当（統括）、作業訓練 
〔事務局：事務室〕  

10 所長 毎週火曜日 

安全衛生委員会 
所長、事務長、広報援助課長、生活訓練科長、職
員代表委員（4名）、産業医 
〔事務局：事務室〕 

9 事務長 毎月１回 

防災対策委員会 

所長、副所長、事務長、（広報援助課長、広報援助
課医長、）生活訓練科長、各課長代理、各主任技
術員 
〔事務局：事務室〕  

15 所長 

定例会 

１回/年 

臨時会 

必要の都度 

医療安全管理 

対策委員会 

所長、副所長、事務長、（広報援助課長、広報援助
課医長、）生活訓練科長、庶務担当、広報計画担
当、作業訓練、デイケア 
〔事務局：事務室〕 

10 所長 毎月１回 

コンプライアンス

推進委員会 

所長、副所長、事務長、（広報援助課長、広報援助
課医長、）生活訓練科長、庶務担当、広報計画担
当、相談担当（統括）、作業訓練 
〔事務局：事務室〕 

10 所長 
年4回 

(四半期ごと) 

情報セキュリティ

委員会 

所長、副所長、事務長、（広報援助課長、広報援助
課医長、）生活訓練科長 
〔事務局：事務室〕 

6 所長 
年4回 

(四半期ごと) 

相談録・診療録 

管理委員会 

副所長、事務長、（広報援助課長、広報援助課医
長、）生活訓練科長、広報計画担当、相談担当、ア
ウトリーチ、デイケア、庶務担当 
〔事務局：広報援助課〕 

10 副所長 必要の都度 

図書類選定 

委員会 

副所長、事務長、（広報援助課長、）広報計画担
当、研修担当、援助担当、相談担当、アウトリーチ、
庶務担当、作業訓練、デイケア 
〔事務局：広報計画担当〕 

11 副所長 必要の都度 

業者選定委員会 
所長、副所長、事務長、（広報援助課長、広報援助
課医長、）生活訓練科長 
〔事務局：事務室〕 

6 所長 必要の都度 

サービス向上 

委員会 

事務長、庶務担当、広報計画担当、研修担当、援
助担当、相談担当、アウトリーチ、作業訓練、デイケ
ア、所長の指定する医師 
〔事務局：広報計画担当〕 

10 事務長 必要の都度 

調査研究委員会 
所長、副所長、事務長、（広報援助課長、広報援助
課医長、）生活訓練科長、広報計画担当 
〔事務局：広報計画担当〕 

7 副所長 必要の都度 

調査研究倫理 

委員会 

副所長、事務長、（広報援助課長、）広報援助課医
長、生活訓練科長、庶務担当、広報計画担当、作
業訓練、委員長が指名する者(2) 
〔事務局：事務室〕 

10 

広報 

援助課

医長 

必要の都度 

課長代理会議 

庶務担当、広報計画担当、研修担当、援助担当、
地域体制整備担当、相談担当、アウトリーチ、作業
訓練、デイケア    
〔事務局：広報計画担当〕 

9 
広報計

画担当 

毎月 

第2水曜日 
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50%

18%

10%

8%

8%
3%

2%

 

平成30年 4月23日

平成30年 5月11日

平成30年 6月 4日

平成30年 6月11日

平成30年10月15日

平成30年10月25日

平成30年12月 5日

平成31年 3月 5日

平成31年 3月20日

一般精神

50%

自殺対策

18%

依存症

10%

発達障害

8%

高齢者

8%

思春期

3%
メンタルヘ

ルス

2%

一般精神

72%

法律

15%

高齢

5%

自殺関連

3%

ひきこもり

2%

アルコール

1% その他

2%
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（４）多摩地域市町村精神保健福祉担当者業務連絡会 

多摩地域の精神保健福祉活動の推進を図るため、市町村及び保健所の職員を対象に、地域ニー

ズを反映したテーマを設定し、精神保健福祉担当者業務連絡会を実施した。 

市町村間で情報交換できる貴重な場であり、今後もタイムリーな連絡会の実施を望む声が多か

った。 

＜平成３０年度多摩地域市町村精神保健福祉担当者業務連絡会＞ 以下敬称略 

日 時 平成３０年７月３０日（月） 

場 所 多摩総合精神保健福祉センター  研修室 

参加者 ５６名（市町村、保健所職員、精神保健福祉センター等職員） 

テーマ 「措置入院者の退院後支援について」 

 ― 現行法下でいかに退院後支援の強化を図るか ― 

内 容 ●話題提供  

 「精神保健福祉法施策の最新の動向」 

 ― 法改正見送り後の国の動きと、今後の方向性 ― 

 多摩総合精神保健福祉センター   所長 井上 悟 

 

 「横浜市における措置入院者退院後支援モデル（横浜市モデル事業）」 

 横浜市こころの健康相談センター 相談援助係長 新海 隆生  大森 史子  

 ●意見交換 

 

（５）精神障害者社会適応訓練事業 

ア 多摩地域社会適応訓練事業所の現状 

平成３１年３月３１日現在、多摩地域における訓練生の受入れが可能な協力事業所は約７１

か所（新規１か所）であり、そのうち実際に稼動している協力事業所は１０か所である。 

イ 多摩地域社会適応訓練者の現状 

平成３０年度訓練者数は１２人（新規４人）である。平成３０年度中に本事業を修了した者

は７人であった。 

ウ 多摩地域社会適応訓練者の面接 

多摩地域社会適応訓練者と事業所の新規及び更新の調査に際し、保健所の担当者と同席し面

接を行った。 

 

表１-６ 年度別・社会適応訓練稼働事業所数、訓練者数の推移  

注）（ ）内は多摩地域の新規の数 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

区　　　分 稼動協力事業所数 全都／多摩地域 訓練者数（人） 全都／多摩地域

平成26年度 42／20  (1) 66／35 （9）

平成27年度 33／17  (1) 49／31 （16）

平成28年度 31／14  (1) 49／31 （11）

平成29年度 22／ 9   (0) 31／19 （4）

平成30年度 21／10  (0) 25／12 （4）
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２ 精神障害者地域移行体制整備支援事業 
 

精神科病院に長期入院している精神障害者への働きかけや病院と地域との調整を行うコーデ

ィネーターの配置などにより、入院中の精神障害者の円滑な地域移行やその後の安定した地域生

活を支える体制整備を図ることを目的として、平成２４年度から「精神障害者地域移行体制整備

支援事業」を実施している。 

 

【根拠】 

 精神障害者地域移行体制整備支援事業実施要綱（２３福保障精第１３７７号） 

 精神障害者地域移行促進事業実施要領(２３福保障精第１４１３号) 

 グループホーム活用型ショートステイ事業実施要領(２３福保障精第１４１４号) 

 地域生活移行支援会議実施要領(２３福保障精第１４２４号) 

 

【平成３０年度実施内容】 

（１）精神障害者地域移行促進事業（６か所の社会福祉法人等へ委託） 

ア 地域移行・地域定着促進事業 

指定一般相談支援事業者等に対する地域移行・地域定着に向けた専門的な指導・助言を行

うとともに、地域生活に関する体制づくりを支援するなど、精神障害者の地域移行・地域定

着を促進する。事業の実施に当たっては、ピアサポーターの育成及びピアサポート活動を活

用する。 

 

表２-１ 地域移行促進事業者（平成３０年度 委託事業者） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ ピアサポーターの育成及びピアサポートの活用を推進するための体制整備 

精神障害者の視点を重視した支援の充実等のためピアサポーターの育成を図る。育成に当

たっては、ピアサポーターの活用が図られるよう、事業者に対し必要な研修等を行う。 

また、研修等を受講したピアサポーターの活動の場の拡大を目指すため、関係機関と連携

し活用の推進に向けた体制を整備する。 

 

ウ 地域移行関係職員に対する研修 

精神障害者の地域移行・地域定着に関する保健・医療・福祉の相互理解を促進し、円滑か

つ効果的な支援が行われるよう地域移行関係職員に対する研修を実施する。 

 

 

（２）グループホーム活用型ショートステイ事業（５か所の社会福祉法人等へ委託） 

精神障害者グループホームに併設した専用居室等を使用して、地域生活のイメージ作りや

退院後の病状悪化防止のためのショートステイを実施する（多摩地域の事業所は表２-２の３

～５までの３か所）。 

  

所在地 事業所名

1 世田谷区 地域生活支援センター　サポートセンターきぬた

2 世田谷区 めぐはうす

3 荒川区 相談支援センター　あらかわ

4 八王子市 多摩在宅支援センター　円

5 三鷹市 指定相談支援事業所　野の花

6 国分寺市 地域生活支援センター　プラッツ



 

21 
 

表２-２ グループホーム活用型ショートステイ事業者（平成３０年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）地域生活移行支援会議 

保健・医療・福祉の関係者により、本事業に係る活動の報告や評価を行うとともに、地域

包括ケアシステムを見据えた効果的な支援体制構築に向けた協議を行う。 

地域生活移行支援会議は、障害者施策推進部精神保健医療課が都全体における総合的な事

項を扱うこととして年２回開催し、（総合）精神保健福祉センターは地域の実情に応じて圏

域別会議を開催した。 

 

【平成３０年度事業実績】 

（１）精神障害者地域移行促進事業 

ア 地域への働きかけ 

① 市町村への働きかけ 

センター担当地域（西多摩圏域、南多摩圏域、北多摩西部圏域、北多摩南部圏域、北 

多摩北部圏域）３０市町村の障害福祉主管課等を委託事業所とともに訪問し、事業の説

明・協力依頼を行い、各市の精神保健福祉施策の進捗状況等を確認し、事業の推進に向

けた働きかけを行った。 

② 関係機関（相談支援事業所）への働きかけ 

相談支援事業所等のネットワーク会議である相談支援事業者連絡会（多摩地域）「きた 

なんの会」「ＴＴＮ」「北北特定会」に出席し、進捗状況の確認や情報提供を行った。 

 

表２-３ 指定一般相談支援事業所等への指導・助言（平成３０年度以降） 

 

 

 

 

 

 

表２-４ 地域の相談支援事業者連絡会実施状況 

 

イ 医療機関への働きかけ 

都内６３協力病院のうち、センター担当地域にある４４の協力医療機関に対して、事業説

明、事業推進のための連携・協力体制について調整・相互確認、院内研修等への協力を行っ

た。 

所在地 事業所名

1 足立区 グループホーム仲

2 練馬区 サンホーム

3 八王子市 グループホームくぬぎの杜

4 東村山市 グループホームみのり荘

5 国分寺市 ピア国分寺

連絡会 対象地域・参加機関 開催頻度

きたなんの会
北多摩南部圏域の相談支援事業者
（随時、市・病院も参加）

年3～4回

T T N 北多摩西部圏域の相談支援事業者 年3～4回

北北特定会
北多摩北部圏域の相談支援事業者
（地域活動支援センター中心）

隔月

西多摩圏域相談支援事業者連絡会 西多摩圏域の相談支援事業者 年3～4回

機関と内容 件数

指定一般相談支援事業所への指導・助言 1,062件

関係機関への連絡調整 6,573件

会議等への参加 1,152件
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ウ 委託事業所への支援 

当センターは「多摩在宅支援センター 円」、「指定相談支援事業所 野の花」、「地域生活

支援センター プラッツ」の３か所の委託事業所を支援している。毎月行われる委託事業所

との連絡会において情報交換、進捗状況を確認のほか、必要に応じて適宜助言・関係調整・

支援協力を行った。 

 

エ ピアサポーターの育成及びピアサポートの活用を推進するための体制整備    

平成３０年度は、精神保健医療課において都内のピアサポート活動の実態を把握し今後の

事業へとつなげるため、都内の精神科医療機関・自治体・基幹相談支援センター・指定一般

相談支援事業所を対象に「ピアサポート活動実態調査」を実施した。実施に当たり、検討会

を設け調査項目等について検討した。 

 

表２-５ ピアサポーターの活動（平成３０年度）  

 

 

 

 

 

 

オ 地域移行関係職員に対する研修   

委託事業所が行う研修の実施に向けて、検討会を設け、協議を行った。研修の実施に当た

っては、運営及び講師として協力した。 

 

表２-６ 地域移行関係職員に対する研修（平成３０年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

回数等 参加者

区部会場 1日制　1回 58名

市部会場 1日制　1回 50名

区西南部 2日制  1回 29名

区西部 2日制　1回 25名

区西北部 2日制　1回 43名

区東北部 2日制  1回 30名

西多摩 2日制  1回 28名

北多摩西部 2日制　1回 27名

北多摩南部 2日制　1回 45名

北多摩北部 2日制  1回 45名

南多摩（八王子市・町田市 2日制  1回 35名

南多摩（日野市・多摩市・稲城市） 2日制　1回 10名

地域移行関係職員に対する研修
（圏域別研修）
【委託事業者が担当圏域ごとに実施】

区中央部・区南部・区東部 2日制  2回
①31名
②33名

地域移行関係職員に対する研修
（基礎研修）
【委託研修】

研　修　名

活動内容 実施状況

総活動数 187回

実施場所 　93か所

延べピアサポーター数 758人

）



 

23 
 

 

（２）グループホーム活用型ショートステイ事業（５か所の社会福祉法人等へ委託）（表２-２） 

 「くぬぎの杜」、「みのり荘」、「ピア国分寺」において受け入れ会議に参加し、受け入れの可

否や個別支援についての助言、病院・地域関係機関との調整を行った。 

 

表２-７ グループホーム活用型ショートステイ事業実績 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）地域生活移行支援会議 

 平成３０年度より地域生活移行支援会議が「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム」

における都としての協議の場となり、課題の整理や今後の会議のあり方について検討した。ま

た、地域生活移行支援会議圏域別会議では自治体向けに事前アンケートを実施し、その内容を

基に病院、自治体、相談支援機関とで意見交換等を行った。 

 

表２-８ 地域生活移行支援会議 圏域別会議 開催状況（平成３０年度） 

＜多摩総合精神保健福祉センター 開催状況＞ 

 

 

圏域 圏域区市町村
開催日

（開催場所）
参加機関

参加
人数

内容

西多摩

青梅市・福生市・羽村市
あきる野市・瑞穂町
日の出町・奥多摩町
檜原村

平成３０年
６月４日（月）
青梅市役所

・６病院
・８市町村障害福祉主管課
・４市４指定一般相談支援事業所
・西多摩保健所
・５地域移行促進事業者
・精神保健医療課、３（総合）精神保健福祉センター

３９人

１．平成30年度精神障害者地域移行体制整備支援事業
２．各市町村における地域移行・地域定着に係るアンケート
　　結果報告
３．各機関からの地域移行・地域定着に係る状況報告
４．意見交換

北多摩南部
武蔵野市・三鷹市・府中市
調布市・小金井市・狛江市

平成30年
６月１８日（月）

多摩府中
保健所

・９病院
・６市障害福祉主管課
・６市７指定一般相談支援事業所
・多摩府中保健所
・６地域移行促進事業者
・精神保健医療課、３（総合）精神保健福祉センター

５０人

１．平成30年度精神障害者地域移行体制整備支援事業
２．各市町村における地域移行・地域定着に係るアンケート
　　結果報告
３．各機関からの地域移行・地域定着に係る状況報告
４．意見交換

南多摩
八王子市・町田市
日野市・多摩市・稲城市

平成３０年
６月２９日（金）

多摩総合
精神保健

福祉センター

・１６病院
・４市障害福祉主管課
（八王子市・町田市・日野市・多摩市）
・４市４指定一般相談支援事業所
・南多摩保健所・八王子市保健所・町田市保健所
・５地域移行促進事業者
・精神保健医療課、３（総合）精神保健福祉センター

５２人

１．平成30年度精神障害者地域移行体制整備支援事業
２．各市町村における地域移行・地域定着に係るアンケート
　　結果報告
３．各機関からの地域移行・地域定着に係る状況報告
４．意見交換

北多摩北部
小平市・東村山市・清瀬市
東久留米市・西東京市

平成３０年
７月６日（金）

多摩小平
保健所

・１０病院
・５市障害福祉主管課
・５市８指定一般相談支援事業所
・多摩小平保健所
・６地域移行促進事業者
・精神保健医療課、３（総合）精神保健福祉センター

４２人

１．平成30年度精神障害者地域移行体制整備支援事業
２．各市町村における地域移行・地域定着に係るアンケート結
果報告
３．各機関からの地域移行・地域定着に係る状況報告
４．意見交換

北多摩西部

立川市・昭島市・国分寺市
国立市・東大和市
武蔵村山市

平成３０年
７月１１日（水）

国分寺
労政会館

・７病院
・６市障害福祉主管課
・６市９指定一般相談支援事業所
・１市地地域活動支援センターⅠ型
・多摩立川保健所
・６地域移行促進事業者
・精神保健医療課、３（総合）精神保健福祉センター

４２人

１．平成30年度精神障害者地域移行体制整備支援事業
２．各市町村における地域移行・地域定着に係るアンケート
　　結果報告
３．各機関からの地域移行・地域定着に係る状況報告
４．意見交換

年度 委託事業数 利用者数（名） 利用日数（日）

平成26年度 5 87 1,068

平成27年度 5 76 763

平成28年度 5 98 887

平成29年度 5 120 961

平成30年度 5 125 1,153

平成３０年

結果報告
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51.9% 
39.2% 

45.7% 49.0% 

81.5% 
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表４-７ 訪問診察（地域別）                           (人) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 訪問診察依頼内容、依頼経路、家族状況、処遇結果 

・訪問診察の依頼内容、依頼経路については、表４-８、４-９のとおりである。 

・複雑な事例の場合は適切な医療につなぐため、訪問後に保健所、市、地域包括支援センター

などの関係機関と連携し、また、虐待が疑われる場合は、高齢者権利擁護支援センターに協

力を依頼し、本人及び養護者への支援について何度も事例検討会を実施した。 

・家族状況については、これまでは「単身」「配偶者と二人暮らし」で７割近くであったが、

平成３０年度においては、「兄弟と同居」も増え、家族構成の変化が見られたが、いずれも老々

介護の問題が課題であることが分かる（表４-１０）。 

・処遇結果については、独居生活が困難な場合、施設入所も検討された（表４-１１）。 

 

  

管轄保健所 市町村名 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度

青梅市 0 0 1 0 0

福生市 0 2 1 1 1

羽村市 0 0 0 0 0

瑞穂町 0 0 0 1 1

奥多摩町 0 0 0 0 0

あきる野市 0 0 0 0 0

日の出町 0 0 0 0 0

檜原村 0 0 0 0 0

八王子市 八王子市 1 1 0 0 5

町田市 町田市 0 0 0 2 1

日野市 1 0 0 4 4

多摩市 1 1 0 0 0

稲城市 4 1 4 3 0

調布市 1 3 0 0 0

狛江市 1 4 5 0 0

府中市 11 10 4 3 3

小金井市 1 3 8 2 1

武蔵野市 3 3 3 2 0

三鷹市 0 0 0 0 0

立川市 0 0 0 0 0

昭島市 7 3 3 3 1

国立市 0 0 4 2 0

国分寺市 2 1 1 0 0

東大和市 0 0 1 1 2

武蔵村山市 0 1 1 0 3

小平市 6 3 0 0 0

西東京市 3 3 4 4 2

東村山市 6 2 6 4 3

清瀬市 1 0 0 0 0

東久留米市 2 5 3 3 0

その他 その他 0 0 0 0 0

51 46 49 35 27合計

西多摩

南多摩

多摩府中

多摩立川

多摩小平
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士等の関係機関職員の見学を随時受け入れている。再発予防プログラムの適切な理解・運用の普

及を図るため、地域関係機関職員対象に「ＴＡＭＡＲＰＰファシリテーション研修」を実施。平

成３０年度は４機関から７名の参加があった。 

このほか、例年、東京保護観察所立川支部主催の保護者会・身元引受人会に講師として参加

し、当センターでの薬物・アルコール等相談事業の取組を紹介している。東京保護観察所立川支

部とは、平成２５年より法務省地域支援ガイドライン試行等事業の連携モデル事業に協力し、平

成２７年７月からは薬物依存症者等処遇の連携事業として、保護観察対象者の当センター個別相

談・再発予防プログラムの利用を受け入れている。 

平成２８年６月１日から「刑の一部の執行猶予制度」が施行となり、今後も身近な機関等か

ら適切な支援を継続的に受けられるよう、一層の地域機関連携による支援が期待されている。 

平成２９年度からは、保護観察所内で立ち上げられた薬物再乱用防止プログラムに助言者と

して参加している。 

 

イ 思春期・青年期相談 

思春期・青年期相談では、個別相談（面接）と本人グループ及び家族教室を行っている。 

 

図５-６ 思春期・青年期相談の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

①  個別相談  

「こころの電話相談」を窓口として、来所相談の希望があれば面接予約をし、原則として毎

週月曜日の午前に個別に相談を受けている。その後、必要に応じて本人グループや家族教室の

案内を行っている。対象者は、おおむね１５～３０歳の方で、相談内容は思春期・青年期の心

の健康全般についてである。 

相談対象者は、男女別では例年男性の方が多く、平成３０年度においても男女比は約３：１

であった。 

年齢別では１０代後半から２０代前半が全体の約８割であるが、２５歳以上も２割近くを占

め、思春期・青年期の問題が遷延化している傾向がうかがわれた（表５-２１）。 

相談内容では、無気力・ひきこもりを主訴とした来所相談が増加して全体の約５割を占めた

他、子どもの養育上の問題についての相談が増加した。一方、学校・職場等における不適応の

問題についての相談は減少した（表５-２２）。 

思春期・青年期相談の特徴として、最初から本人が相談の場に登場することは少なく、外で

の不適応等をきっかけとして社会参加が困難となり、親からなかなか自立できない状況の中、

本人とどう関われば良いかわからない親からの相談が多い。 

 

表５-１９ 思春期・青年期相談 年度別相談件数                             （件） 

 

 

 

 
注１）相談実数件数は新規相談＋再相談（前年度からの継続相談）の実数である。 

注２）相談延件数は個別相談（面接・電話・訪問・文書）の件数とグループワーク 

（本人グループ・家族教室）の参加数である（「こころの電話相談」を除く）。 

「こころの電話

相談」 

月曜日～金曜日 

9：00～17：00 

Tel：042(371)5560 

個別相談 
（新規面接） 
月曜日 午前 

本人グループ 
月曜日 午前 

家族教室 
月曜日 午後 

本人 

家族 

               年度
 区分

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

相談実件数 119 92 79 82 95

相談延件数 1,247 657 712 839 1,084
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（２）平成３０年度 アウトリーチ支援事業のまとめ  

ア 支援件数等 

アウトリーチ支援事業対象者は、平成２９年度からの継続事例が１７件、平成３０年度開始

１６件（内訳：新規新来事例１４件及び年度新来事例２件）の計３３件で、支援終了者は前年

度からの継続事例も含めて２５件であった（表６-１）。 

平成３０年度は保健所からの依頼を援助担当に加えてアウトリーチ担当で直接受ける流れが

定着した。事前相談の段階から関わり、特に入院中のケースについては退院後スムーズに支援

を開始することができた。一方で情報収集や問題整理に時間を要するケースや本人・家族が揺

れて支援導入を待つ場合があり、事前相談を受けてから支援導入のための事例検討会を開くま

でに時間を要するケースが少なくなかった（表６-２）。 
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イ 支援対象者の属性 

支援対象者は、３０歳代、５０歳代が多く平均年齢は概ね４０歳代前半となっている(表６-

３)。支援開始時の居住状況については、単身が３割、同居が７割という傾向が続いている。 

(表６-４) 同居家族は高齢で病気・障害を抱えた支援を要する家族が多い。 

支援開始時の医療状況として、未治療事例は２件、医療中断 1 件、不安定受診が１件、その

他が１０件（内訳：通院中２名、入院中８名）で（表６-５）、主病名別では、統合失調症が半

数を占めており、次いで発達、神経症、知的障害の順となっている（表６-６)。 

 

表６-３ 新規支援対象者の性別及び年齢別内訳                            （人） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
注）小計欄の人数は、「表 6-1 支援対象件数（新規及び終了者）」の「新規新来②」の人数である。  

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

14 20 18 18 17
　新規新来 ② - - 34 29 14

　年度新来 ③ - - 4 1 2

　新規計 ④＝②+③ 45 40 38 30 16
59 60 56 48 33
39 42 38 31 25

20 18 18 17 8　翌年度へ継続　⑤-⑥

　実件数 ⑤＝①+④

　前年度から継続 ①

新規

　終了 ⑥

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

平均日数 26 32 19 14 38

最　短 0 0 0 0 3

最　長 190 158 61 200 239

人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 男 女 計 構成比

0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0 0 0.0%

6 13.3% 1 2.5% 2 5.9% 1 3.4% 1 0 1 7.1%
10 22.2% 11 27.5% 5 14.7% 2 6.9% 1 1 2 14.3%
12 26.7% 9 22.5% 6 17.6% 9 31.0% 4 0 4 28.6%
11 24.4% 12 30.0% 12 35.3% 9 31.0% 1 1 2 14.3%
5 11.1% 5 12.5% 7 20.6% 6 20.7% 3 2 5 35.7%
1 2.2% 2 5.0% 2 5.9% 2 6.9% 0 0 0 0.0%
0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0 0 0.0%

45 100% 40 100% 34 100% 29 100% 10 4 14 100%

71% 29% -

男

女
全体

平均
年齢

年齢/性別

10歳未満
10～19歳
20～29歳
30～39歳
40～49歳
50～59歳
60～69歳
70歳以上

構成比

小　計

平成26年度 平成27年度

33.3歳
33.3歳
33.3歳

38.0歳
40.9歳
35.4歳

44.3歳
40.6歳

平成28度

41.3歳
37.6歳
44.6歳

平成30年度

42.0歳
33.5歳
42.5歳

平成29年度

41.6歳
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（２）平成３０年度 アウトリーチ支援事業のまとめ  
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ウ 支援内容 

平成２９年度から支援依頼の受付方法を変更したことにより、アウトリーチ開始前から相談

を受ける流れが定着した。相談対応中に支援方針等の整理がつき、結果として事業利用に至ら

ず終了したケースが増えている。 

その中で、平成３０年度の支援実績は以下のとおりである。 

 

① 対象者の問題行動別では「医療拒否」「妄想・こだわりによる奇行」「閉じこもり」「不潔」

の多い傾向が続いている。平成３０年度は「暴言」や「頻回の訴え」が減っており、周囲か

ら孤立し、支援を求めない対象者が増えてきている（表６-７)。 

 
表６-７ 問題行動（複数回答あり）                                                 （人） 

  

② 相談項目別援助では、「問題」行動への援助が最も多い傾向は変わらず、１件あたりではむ

しろ増加している。金銭管理や身辺管理、対人面など基本的な生活面に支障がでているケー

スが多いため、「経済」、「日常」「心理」が増えている（表６-８）。 
 

表６-８ 相談項目別援助延べ件数                                                （件） 

注）本表６－８にかかる対象は、「表 6-1 支援対象件数（新規及び終了者）」の「前年度からの継続①」、 

「新規新来②」、「年度新来③」を合わせた「実件数⑤」に対する援助件数である （平成３０年度は３３件に 

対する援助件数）。  

問  題  行  動 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

 医療拒否 12 24 19 18 8

 暴言 14 15 16 15 4

 妄想・こだわりによる奇行 15 23 18 16 7

 家庭内暴力 12 13 13 5 3

 騒音 2 3 9 4 2

 閉じこもり 12 17 15 13 11

 頻回の訴え 4 6 5 10 2

 不潔 3 6 6 11 8

 拒食等の身体的危機 0 7 3 5 1

 その他 35 15 25 20 6

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 項　　目

医療 192 364 568 166 183 受診援助等、医療的な相談

入所 69 38 132 18 20 入所に関する援助

退所 50 12 24 13 3 退所指導、関係機関との連絡調整

問題 1,138 1,465 2,726 2,505 2,093 本人の課題に関わる処遇、援助

経済 179 101 91 23 30 生活保護、年金申請、自立支援等

就労 16 38 31 5 6
仕事についての相談、日中活動事業所
利用等

住宅 14 20 87 6 2 不動産、公的住宅、引越し等

教育 1 0 0 0 1 学校等の連絡・調整等

家族 26 19 127 58 10 家族連絡、家族調整全般

日常 443 881 297 13 37 基本的な生活への助言、指導等

心理 7 20 7 8 12 対人関係上の相談・助言等

人権 0 8 8 2 0 行動制限に関する相談



 

51 
 

 

 

50 
 

ウ 支援内容 

平成２９年度から支援依頼の受付方法を変更したことにより、アウトリーチ開始前から相談

を受ける流れが定着した。相談対応中に支援方針等の整理がつき、結果として事業利用に至ら

ず終了したケースが増えている。 

その中で、平成３０年度の支援実績は以下のとおりである。 

 

① 対象者の問題行動別では「医療拒否」「妄想・こだわりによる奇行」「閉じこもり」「不潔」

の多い傾向が続いている。平成３０年度は「暴言」や「頻回の訴え」が減っており、周囲か

ら孤立し、支援を求めない対象者が増えてきている（表６-７)。 

 
表６-７ 問題行動（複数回答あり）                                                 （人） 

  

② 相談項目別援助では、「問題」行動への援助が最も多い傾向は変わらず、１件あたりではむ

しろ増加している。金銭管理や身辺管理、対人面など基本的な生活面に支障がでているケー

スが多いため、「経済」、「日常」「心理」が増えている（表６-８）。 
 

表６-８ 相談項目別援助延べ件数                                                （件） 

注）本表６－８にかかる対象は、「表 6-1 支援対象件数（新規及び終了者）」の「前年度からの継続①」、 

「新規新来②」、「年度新来③」を合わせた「実件数⑤」に対する援助件数である （平成３０年度は３３件に 

対する援助件数）。  

問  題  行  動 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

 医療拒否 12 24 19 18 8

 暴言 14 15 16 15 4

 妄想・こだわりによる奇行 15 23 18 16 7

 家庭内暴力 12 13 13 5 3

 騒音 2 3 9 4 2

 閉じこもり 12 17 15 13 11

 頻回の訴え 4 6 5 10 2

 不潔 3 6 6 11 8

 拒食等の身体的危機 0 7 3 5 1

 その他 35 15 25 20 6

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 項　　目

医療 192 364 568 166 183 受診援助等、医療的な相談

入所 69 38 132 18 20 入所に関する援助

退所 50 12 24 13 3 退所指導、関係機関との連絡調整

問題 1,138 1,465 2,726 2,505 2,093 本人の課題に関わる処遇、援助

経済 179 101 91 23 30 生活保護、年金申請、自立支援等

就労 16 38 31 5 6
仕事についての相談、日中活動事業所
利用等

住宅 14 20 87 6 2 不動産、公的住宅、引越し等

教育 1 0 0 0 1 学校等の連絡・調整等

家族 26 19 127 58 10 家族連絡、家族調整全般

日常 443 881 297 13 37 基本的な生活への助言、指導等

心理 7 20 7 8 12 対人関係上の相談・助言等

人権 0 8 8 2 0 行動制限に関する相談



 

52 
 

（４）短期宿泊事業の概要 

短期宿泊事業は、東京都立総合精神保健福祉センター短期宿泊事業運営要綱に基づき、精神

障害者が地域で生活する上で困難な問題が生じた場合に、短期的に宿泊の場を提供し、支援計

画等により速やかに地域で安定した生活ができるように支援することを目的としている。 

定  員：２０名 （平成２８年度から） 

利用期間：原則６週間以内 

（短期宿泊施設：中部総合精神保健福祉センター） 

 

【東京都精神障害者一時入所事業】 

地域で生活する精神障害者が、住居等に居住し続けることが困難な事情（アパートの建替え

や火災事故等）が発生した際に区市町村の実施する短期入所事業の対象とならない場合、当該

精神障害者を一時的に施設に入所させることにより地域生活支援及び福祉の向上を図ること

を目的とした、東京都精神障害者一時入所事業を実施している。 

一時入所は上記事由だけでなく、東京都精神障害者地域移行体制整備事業の対象者や心神喪

失者等医療観察法の対象者において、調理や金銭管理といった単身生活をするために必要な課

題を短期間に経験することを目的とした利用にも対応している。 

根    拠：東京都精神障害者一時入所事業実施要綱 

定  員：４名 

利用期間：原則２週間以内 

一時宿泊施設及び利用申込先：中部総合精神保健福祉センター 
 
 
（５）平成３０年度短期宿泊事業のまとめ 

平成３０年度における短期宿泊事業の実人数は２名であった（表６-１１）。 

利用者の年齢別では、４０歳代と５０歳代（表６-１２）であり、どちらのケースも病状不

安定で生活機能の著しい低下があった（表６-１３）。 

利用者のその他の概要については、表６-１４から表６-１７のとおりである。 

 

 
（６）短期宿泊事業の実績 
ア 利用者数 
新規利用者：２名 実人数：２名 

イ 入所者の状況 
 
表６-１１ 性別                                                       （人） 

注）平成 28 年度より多摩総合精神保健福祉センターから中部総合精神保健福祉センターへ 

宿泊施設変更 

  

男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計

人数 32 8 40 15 8 23 2 4 6 2 0 2 2 0 2

構成比 80.0% 20.0% 100% 65.2% 34.8% 100% 33.3% 66.7% 100% 100.0% 0.0% 100% 100% 0.0% 100%

平成30年度平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度
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組む組織

小平市仲町

引き上げ、 就職・採用のチャンスを得るためにどうするとよい？～
精神障害者の雇用義務化および法定雇用率



 

63 
 

 

63 
 

この街で自分らしく生きるために

多摩棕櫚亭協会　なびぃ
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９ 調査研究 
 

（１）原著・論文・学会発表等  
  「東京都立多摩総合精神保健福祉センターデイケアにおける『就労経験発表会』の取り組みに

ついて」 

平成３０年１０月１８日 第２３回 日本デイケア学会 千葉大会 

多摩総合精神保健福祉センター 中村 哲之 

 

（２）平成３０年度所内職員研修  

職員がセンター業務を行う上で必要な知識・技能を習得し、資質の向上並びに自己啓発を推

進するために所内職員研修を実施している。平成２１年度からは、研修担当等の企画する研修

への参加も所内職員研修に位置づけ、参加を勧奨している。 

平成３０年度の所内職員研修の参加者は延べ７８名であった。 

 

表９-１ 

月  日 研   修   内   容 

4 月 6 日 平成 30 年度新任・転入職員研修 

5 月 10 日 精神保健医療福祉施策の最新の動向 

5 月 10 日 精神障害者地域移行体制整備支援事業について 

 

（３）調査回答 

関係機関からの依頼により、下表のとおりの調査回答を行った。 

表９-２ 

調  査  機  関 調  査  内  容 

東京都薬物乱用対策推進本部 
「東京都薬物乱用対策推進計画」の改定に向けた骨子案策

定に係る調査 

日本医療研究開発機構（AMED）障害

者対策総合研究開発事業 

「アルコール依存症の実態把握、地域

連携による早期介入・回復プログラム

の開発に関する研究」樋口班 

アルコール依存症者の治療における一般診療科・アルコール

専門医療・行政・リハビリ施設・自助グループの連携ガイドラ

インに関するアンケート調査 

国立病院機構久里浜医療センター スマホ・インターネット関連問題の相談件数等に関する調査 

全国精神保健福祉センター長会 全国精神保健福祉センター状況調査 

成人発達障害支援研究会 

発達障害診療専門拠点機関の機能の整備と安定的な運営

ガイドライン作成のための研究～成人発達障害支援に関す

る実態調査～ 

東京アルコール懇話会 アルコール医学教育に関するアンケート調査 

横浜市こころの健康相談センター ギャンブルおよび薬物依存の相談・治療に関する調査 

島根県立心と体の相談センター SAT-G 活用状況に関する調査 

全国精神保健福祉センター長会 
地域保健医療福祉体制に様々に影響するオンライン活用状

況と自殺対策における人材育成とネットワークに関する調査 
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第２節 生活訓練科 

 

生活訓練科は、医師、看護師、作業療法士、精神保健福祉士、心理士、福祉等の多職種で構成さ

れている専門性を活かし、デイケア・作業訓練の両部門が協働して思春期・青年期層の利用者を想

定した大規模精神科医療デイケア・ショートケア（定員併せて７０名）事業を運営している。 

また、「市町村デイサービス運営支援」、「地域の福祉的就労支援施設等と連携した精神障害者の

就労支援」等の役割を担ってきている。 

 

１ 医療デイケア 

 

（１）概要 

平成３０年度の特徴として、例年利用割合が多い発達障害圏・統合失調症圏・気分障害圏を

主軸とした多様な疾患構成への対応が益々重要となってきている。 

個々に特性のある利用者への支援を視野に入れ、柔軟な対応が可能な思春期・青年期デイケ

アとしての展開を継続して行ってきた。 

また、通所の安定化に時間や工夫を要する利用者が増加する中で、個別的な援助・支援だけ

でなく、関係諸機関との連携がより一層重要となってきている。 

 

ア 目  的 

① グループ活動や創作活動を通して、対人関係や生活技能の向上を図り、精神障害者の自立

と社会参加を促進する。 

② 心理発達上の過渡期にあり、各種の適応障害を呈している思春期・青年期の利用者に、デ

イケア活動を通して多面的なアプローチを行うことで、社会適応を促進する。 

③ 個別担当制とし、個々へのアプローチ（本人及び家族・主治医・福祉的就労施設等の社会

資源との連携）をすることで、センター利用前、利用中及び利用後の包括的援助を行う。 

 

イ 目  標 

デイケアでは、話し合い、スポーツ、料理などのグループ活動を通して仲間をつくり、新し

い体験をしながら、社会生活をしていくうえでの自信や力を身につけることを目指している。 

デイケアと地域拠点を並行利用しながら、安定的な地域生活への移行を図り、思春期・青年

期利用者の就学・復学、パート・アルバイト就労等、社会生活へつながる援助を積極的に展開

することを目標としている。 

 

ウ 利用期間 

原則として６か月ごとに利用期間を判断し、原則１年半の利用期間内にアセスメント機能を

高めつつ、１年半の利用期間の終了時に継続利用が必要と判断される場合は更に６か月間の更

新を行い通算２年間の利用期間とする。 

 

エ 費  用 

当センターは保険医療機関であり保険診療が適用されるため、初診料、再診料、デイケア料

等が必要となる。（精神科医療デイケアでは、午前３時間または午後３時間の精神科ショート

ケアも併設している。） 

また、生活保護法の指定医療機関でもある。 

 

オ 対 象 者 

① 精神科の診療を受け、自立と社会参加への意欲があり、主治医が利用申込に同意している方 

② 思春期・青年期向けプログラム内容のため、利用申込み時に中学校卒業以降から概ね４０歳 

程度の方  
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③ 就労準備グループ 

主に就労準備性を高める事を目指すグループである。 

原則、週３日以上通所できる人を対象とし、作業活動を通して集中力・持続力や協調性

を養い、働く事の意味を考えながら就労に必要なマナーや習慣を身に付けるとともに、就

労活動に必要な情報や技術の習得を図ることを目的としている。 

主たる種目である喫茶作業は、注文受けから配膳に渡る接客作業も含まれていることか

ら、発達障害圏の利用者には馴染みにくい傾向が明らかとなってきているため、製菓・製

パン作業も実施している。パンの成型時に一定程度の手指の器用さは求められるが、対人

的なコミュニケーションの比重は軽く、工程ごとに区切られる中、協働で進行する作業と

しての特徴があり、発達障害圏の利用者も比較的参加しやすいプログラムとなっている。 

製菓・製パン作業は地域の福祉的就労支援施設での作業種目としても一般的である。 

 

イ グループの枠を超えた活動 

火曜日・木曜日・金曜日の午後は、上記の基本３グループ枠を超えて、各人の興味や参加メ

ンバー間の交流に基づき、主体的な活動を選択的に行えるプログラム構成としている。 

 

 ① テーマ別活動 

開始時にミーティングを設定し、メンバー各人が取り組む内容をそれぞれ出し合い、誘

い合う機会を設けて取り組むテーマを決め、その活動を行う。何をするかを自分で決めて

一定の時間を過ごす中で、自己決定力の向上を図る。 

 

② クラブ活動 

音楽クラブ・アートクラブ等、運動を主とするチャレンジクラブに分かれて活動を行う。

芸術活動を通じ、自己表現する中で自尊感情を醸成する他、ゲームや簡単なスポーツを通

じ、交流を図る。 

 

③ スポーツ 

メンバー各人の技能の向上や努力を評価して本人に返す中で、自己達成感へ結びつけて

いくほか、ルールを守ることやチームワークの大切さを学ぶ。 

 

④ 多摩総ＣＥＳ（Communication Enhancement Session） 

発達障害圏の利用者の増加に対応し、日常生活上の対人関係能力、コミュニケーション

スキルの改善を目的とした多摩総ＣＥＳを通年実施している。 

週に１回、３か月を１クールとし、基本的に２セッションごとに共通のテーマを設定す

る。 

設定したソーシャルストーリーの中で、二人が交わすセリフについて、良い、悪いの態

度を表明する goodbad セッションと、自ら場面を設定して台本を作成し、ロールプレイを

行う playbook セッションの二つを交互に行う。セッションは構造化されており、アイス

ブレイク、学習、プログラム本体、振り返りと一定の流れで実施している。 

 

⑤ その他の活動 

年数回のバスハイキング・所外活動などのレクリエーションのほか、家族に対しても定

期的に家族学習・懇談会を実施し、家族が学習する機会を提供している。 

また、通所の安定化に時間や工夫を要する利用者が増加する中で、個別的な援助・支援

だけでなく、関係諸機関との連携が更に重要となってきている。 
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